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第２章 情報収集伝達・警戒活動 

第１節 警戒期の情報伝達 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 気象予警報の伝達系統の周知徹底 

２ 通信途絶時の備え（ラジオ等の配備） 

３ 異常現象受報時の関係機関・地域住民への周知 

各課・室共通 

第１ 計画の方針 

 市及び防災関係機関は、大阪管区気象台などから発せられる気象予警報等をあらかじめ定めた経路によ

り、関係機関及び住民に迅速に伝達、周知するなど、被害の未然防止及び軽減のための措置を講ずる。 

 また、大阪管区気象台及び府は気象予警報の伝達・周知にあたっては、参考となる警戒レベルも附すも

のとする。 

第２ 気象予警報 

１ 大阪管区気象台が発表する気象予警報 

 大阪管区気象台は、気象現象等により災害発生のおそれがある場合は、気象業務法に基づき注意報、

警報、特別警報等を発表し、注意を喚起し、警戒を促す。その際、災害の危険度が高まる地域を示す

等、早期より警戒を呼びかける情報や、危険度やその切迫度を伝える洪水警報の危険度分布等の情報を

分かりやすく提供することで、気象特別警報、警報及び注意報を適切に補足する。 

 注意報、警報の種類及び基準は次のとおりである。 

(１) 注意報 

 気象現象等により災害が予想される場合、住民及び関係機関の注意を喚起するために、市町村ご

とに発表される。 

種     類  発 表 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象注意報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

風雪注意報 

雪を伴う強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体

的には次の条件に該当する場合である。 

雪を伴い平均風速が陸上で12m/s以上、海上で15m/s以上になると予想される

場合（関空島（アメダス）の観測値は15m/sを目安とする。 

強風注意報 

強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的には次

の条件に該当する場合である。 

平均風速が12m/s以上になると予想される場合。 

大雨注意報 

 大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的には次

の条件に該当する場合である。 

○表面雨量指数基準 

11 

○土壌雨量指数基準 

99 

大雪注意報 

大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的には次

の条件に該当する場合である。 

12時間の降雪の深さが平地で5cm以上、山地で10cm以上になると予想される場

合。 

濃霧注意報 

濃霧によって交通機関等に著しい支障が生じるおそれが あると予想される場

合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

視程が100m以下になると予想される場合。 
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種     類  発 表 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象注意報 

雷注意報 

落雷等により被害が予想される場合。 

※雷注意報には、発達した雷雲の下で発生することの多い激しい突風や「ひょう」によ

る災害についての注意喚起が付加されることもある。また、急な強い雨への注意につ

いても雷注意報で呼びかけられることがある。 

乾燥注意報 

空気が乾燥し火災の危険が大きいと予想される場合で、具体的には次の条件

に該当する場合である。 

実効湿度が60％以下で、最小湿度が40％以下になると予想される場合。 

なだれ注意報 

なだれによって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的には

次のいずれかの条件に該当する場合である。 

①積雪の深さが20cm以上あり、降雪の深さが30cm以上になると予想される場

合。 

②積雪の深さが50cm以上あり、大阪管区気象台における最高気温が10℃以上又

はかなりの降雨が予想される場合。 

着雪注意報 

着雪によって通信線や送電線等に災害が起こるおそれがあると予想される場

合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

24時間の降雪の深さが平地で20cm以上、山地で40cm以上あり、気温が－2℃～

＋2℃になると予想される場合。  

霜注意報 

4月15日以降の晩霜によって農作物に著しい災害が起こるおそれがあると予想

される場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

最低気温が4℃以下になると予想される場合。 

低温注意報 

低温によって農作物等に著しい災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

最低気温が－5℃以下になると予想される場合。 

地面現象 

注意報☆ 
地面現象注意報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって災害が起こるおそれがある

と予想される場合。 

浸水注意報

☆ 
浸水注意報 浸水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合である。 

洪水注意報 洪水注意報 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的には次

の条件に該当する場合である。 

○流域雨量指数基準 

松尾川流域＝8.4 

○複合基準（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値 

松尾川流域＝（5、4.5）、槇尾川流域＝（8、9.9） 

○指定河川洪水予報による基準 

大津川水系大津川・槇尾川[川中橋]、大津川水系牛滝川[山直橋] 

 (２) 警報  

 気象現象等により重大な災害が予想される場合、住民及び関係機関の警戒を促すために市町村ご

とに発表される。 

種     類  発 表 基 準 

気象警報 

暴風警報 

暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的

には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が20m/s以上、海上で25m/s以上になると予想される場合（関空島

（アメダス）の観測値は25m/sを目安とする。 

暴風雪警報 

雪を伴う暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

雪を伴い平均風速が20m/s以上になると予想される場合。 

大雨警報 

 大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的

には次の条件に該当する場合である。 

○表面雨量指数基準 

22 

○土壌雨量指数基準 

127 

大雪警報 

大雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的

には次の条件に該当する場合である。 

12時間の降雪の深さが平地で10cm以上、山地で20cm以上になると予想される

場合。 
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種     類  発 表 基 準 

地面現象 

警報☆ 

地面現象 

警報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって重大な災害が起こるおそれ

があると予想される場合である。 

浸水警報☆ 浸水警報 浸水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合である。 

洪水警報 洪水警報 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具体的

には次の条件に該当する場合である。 

○流域雨量指数基準 

松尾川流域＝10.6 

○複合基準（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値 

松尾川流域＝（8、14） 

○指定河川洪水予報による基準 

大津川水系大津川・槇尾川[川中橋]、大津川水系牛滝川[山直橋] 

注１ 発表基準欄に記載した数値は、過去の災害発生頻度と気象条件との関係を調査して決めたものであり、気象要素に

よって災害発生を予想する際のおおむねの目安である。 

注２ 注意報・警報は、その種類にかかわらず、新たな注意報・警報が行われたときに切り替えられ、又は解除されるまで

継続される。（気象庁予報警報規程第3条） 

注３ ☆印は、気象注意報・警報に含めて行う。（気象庁予報警報規程第12条） 

注４ 大雨警報には括弧を付して、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）として、特に警戒すべき事項が明記され

る。 

注５ 大雨や洪水などの警報が発表された場合のテレビやラジオによる放送などでは、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝え

られるよう、「市名」ではなく、「市町村をまとめた地域の名称（泉州）」や「大阪府」を用いられる場合がある。 
   

(３) 特別警報 

 気象現象等により尋常でない災害が予想される場合、住民及び関係機関の最大級の警戒を促すた

めに市町村ごとに発表される。 

現 象 の 種 類 発   表   基   準 

大    雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合

災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善の行動をとる必

要があることを示す警戒レベル5に相当。 

暴    風 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想

される場合である。 

髙    潮 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高潮になると予想

される場合である。 

波    浪 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高波になると予想

される場合である。 

暴   風   雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹

くと予想される場合である。 

大    雪 
数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合である。 

 

注１ 表中の「数十年に一度」の現象に相当する降水量等の客観的な指標は気象庁ホームページで公表される。 

注２ 以下の現象についても特別警報に位置付けられる。 

現 象 の 種 類 発   表   基   準 

津      波 
高いところで3mを超える津波が予想される場合 

（大津波警報を特別警報に位置付ける） 

地震（地震動） 
震度6弱以上の大きさの地震動が予想される場合 

（緊急地震速報（震度6弱以上）を特別警報に位置付ける） 

(４) 気象情報 

 気象等の予報に関係のある、台風、大雨、竜巻等突風、及びその他の異常気象等についての情報

を住民及び関係機関に対して発表される。なお、竜巻注意情報は、雷注意報を補足する情報とし

て、気象庁が発表する。 
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(５) 気象予警報・特別警報等の関係機関への伝達経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   注）特別警報の場合、市から住民への周知の措置は法定義務となっている。 

２ 大阪管区気象台と府が共同で発表する洪水予報 

大阪管区気象台と府は、「大津川水系大津川・槇尾川の洪水予報実施要領」、「大津川水系牛滝川の洪

水予報実施要領」に基づき、対象河川の洪水予報を共同で発表することになっている。（気象業務法第1

4条の2第3項、水防法第11条） 

発表される情報の種類、基準は次のとおりである。 

標題（種類） 発表基準 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

いずれかの基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達し、さらに水位の上昇

が見込まれるとき 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位が一定時間後に氾濫危険水位に到達することが見込まれ

るとき、あるいは避難判断水位に達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 
いずれかの基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 
洪水予報区間内で氾濫が発生したとき 

３ 水防警報 

 知事が指定する河川（市域においては槇尾川）に、洪水による災害の発生が予想される場合に、水防

活動を必要とする旨の警告を発するもので、知事（鳳土木事務所長）が発表する。その内容は府水防計

画の定めるところによる。 

４ 火災気象通報 

 火災気象通報は、消防法に基づいて大阪管区気象台長が気象の状況が火災予防上危険であると認める

とき、火災気象通報をもってその状況を知事に通報するもので、市長が知事からこの通報を受けたとき

は、必要により火災警報を発令する。その発表基準は次のとおりとする。 

(１) 大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一とする。 

        ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災気象通報

として通報しないことがある。 

  

西日本電信電話(株) 
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第３ 土砂災害警戒情報 

 府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が更に高

まったとき、市町村長の避難指示や住民の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町村を特定し

て警戒を呼びかける土砂災害警戒情報を共同発表する。また、これを補足する土砂災害に関するメッ

シュ情報を発表する。市町村は、土砂災害警戒情報に基づき避難指示等必要な措置を講じる。（土砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第27条、災害対策基本法 第51条、第55

条、気象業務法 第11条、第13条、第15条） 

情報の種類 解説 

土砂災害警戒情報 

・府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害

発生の危険度が更に高まったときに発表し、これを補足する土砂災害に関する

メッシュ情報も発表する 

・市長が避難指示等を発令する際の判断 

・市民の自主避難の目安 
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日本放送協会大阪放送局 
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第４ 地震関連情報 

１ 地震情報 

気象庁から発表される地震情報には、以下のものがある。 

地震情報の

種類 
発表基準 内容 

震度速報 

・震度 3 以上 地震発生約 1分半後に、震度 3以上を観測した地域

名（全国を 188 地域に区分）と地震の揺れの検知時

刻を速報。 

震源に 

関する 

情報 

・震度 3 以上 

（大津波警報、津波警報また

は津波注意報を発表した場

合は発表しない） 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動があ

るかもしれないが被害の心配はない」旨を付加し

て、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニ

チュード）を発表。 

 

震源・震度

に関する情

報 

（注１） 

以下のいずれかを満たした場

合 

・震度 3 以上 

・大津波警報、津波警報また

は津波注意報発表時 

・若干の海面変動が予想され

る場合 

・緊急地震速報（警報）を発

表した場合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュー

ド）、震度 3 以上を観測した地域名と市町村名を発

表。 

震度5弱以上と考えられる地域で、震度を入手してい

ない地点がある場合は、その市町村名を発表。 

各地の 

震度に 

関する 

情報 

（注１） 

・震度 1 以上 震度 1 以上を観測した地点のほか、地震の発生場所

（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

震度5弱以上と考えられる地域で、震度を入手してい

ない地点がある場合は、その地点名を発表。 

地震が多数発生した場合には、震度３以上の地震に

ついてのみ発表し、震度２以下の地震については、

その発生回数を「その他の情報（地震回数に関する

情報）」で発表。 

推計震度分

布図 

・震度 5 弱以上 観測した各地の震度データをもとに、1km 四方ごとに

推計した震度（震度 4 以上）を図情報として発表。 

長周期地震

動に関する

観測情報 

・震度 3 以上 高層ビル内での被害の発生可能性等について、地震

の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、

地域ごと及び地点ごとの長周期地震動階級等を発表

（地震発生から約 20～30 分後に気象庁ホームページ

上に掲載）。 

遠地地震に

関する情報 

国外で発生した地震について

以下のいずれかを満たした場

合等 

・マグニチュード 7.0 以上 

・都市部等、著しい被害が発

生する可能性がある地域で

規模の大きな地震を観測し

た場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）を概ね 30 分以内に発表。 

日本や国外への津波の影響に関しても記述して発

表。 

その他の情

報 

・顕著な地震の震源要素を更

新した場合や地震が多発し

た場合等 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発

した場合の震度1以上を観測した地震回数情報等を発

表 

注１ 気象庁防災情報ＸＭＬフォーマット電文では、「震源・震度に関する情報」と「各地の震度に関する情報」

はまとめた形の一つの情報で発表している。 
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２ 緊急地震速報 

気象庁は、震度5弱以上の揺れが予想された場合、震度4以上が予想される地域（緊急地震速報で用い

る区域（下表参照））に対して緊急地震速報（警報）を発表する。また、最大震度3以上又はマグニ

チュード3.5以上等と予想されたときに、緊急地震速報（予報）を発表する。 

なお、震度6弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけられる。 

注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析すること

により、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報である。このた

め、内陸の浅い場所で地震が発生した場合、震源に近い場所では強い揺れの到達に原理的に間に合わな

い場合がある。 

区 域 市町村名 

大阪府北部 

大阪市、柏原市、八尾市、東大阪市、大東市、門真市、四條畷市、守口市、寝屋川市、

交野市、枚方市、摂津市、吹田市、豊中市、池田市、箕面市、茨木市、高槻市、島本

町、豊能町、能勢町 

大阪府南部 

松原市、藤井寺市、羽曳野市、大阪狭山市、富田林市、河内長野市、太子町、河南町、

千早赤阪村、堺市、高石市、泉大津市、和泉市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南

市、阪南市、熊取町、忠岡町、田尻町、岬町 

 

第５ 大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

警報の危険度分布等の概要 

 

種  類 概  要 

大雨警報（土砂災害）の

危険度分布（土砂災害警

戒判定メッシュ情報） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で1km四方の領

域ごとに5段階に色分けして示す情報。2時間先までの雨量分布及び土壌雨量指

数の予測を用いて常時10分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂

災害警戒情報等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認す

ることができる。 

・「非常に危険」（うす紫）、「極めて危険」（濃い紫）：避難が必要とされる警戒

レベル4に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル3に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認す

るなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル2に相当。 

大雨警報（浸水害）の危

険度分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で1km四方

の領域ごとに5段階に色分けして示す情報。1時間先までの表面雨量指数の予測

を用いて常時10分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたと

きに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

洪水警報の危険度分布 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河

川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね1kmご

とに5段階に色分けして示す情報。3時間先までの流域雨量指数の予測を用いて

常時10分ごとに更新しており、洪水警報等が発表されたときに、どこで危険度

が高まるかを面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：避難が必要とされる警戒レベル4に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル3に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認す

るなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル2に相当。 

流域雨量指数の予測値 水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨によっ

て、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示した情報。6時間先

までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り込んで、流域に降った雨が

河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した「流域雨量指数」について、洪

水警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けし時系列で表示したもの

を、常時10分ごとに更新している。 



 
第３編 災害応急対策 

第２章 情報収集伝達・警戒活動 

第１節 警戒期の情報伝達 

 

―122― 

第
３
編 

災
害
応
急
対
策 

第６ 住民への周知 

市は、市防災行政無線、メール、ＳＮＳ、広報車などを利用し、又は状況に応じて消防団及び町会・自

治会などの住民組織と連携して、住民に対して予警報を伝達するとともに、必要に応じて予想される事態

とそれに対してとるべき措置について周知する。特に台風接近時には、台風の状況と併せ、不要・不急の

外出抑制の呼びかけ等の周知を図る。周知にあたっては、防災メールを活用するほか、民生委員・児童委

員、介護保険事業者、障がい福祉サービス事業者、ボランティア団体等が連携して、避難行動要支援者に

必要な情報が速やかに行き届くよう対応する。 

また、市は、これまで経験したことがない規模の台風が接近している場合、大阪府及び気象台と情報共

有・連携を密にし、住民に対し、身の安全確保の呼びかけに努め、大阪府は府民に対し、これまでに経験

のない規模の台風の接近に対する注意や、市町村の避難に関する情報に注意を払うことなどを府民への

メッセージとして発信し、府民の意識の切り替えを促す。 

なお、道路管理者は、降雨状況等から通行規制範囲を予め指定し、ホームページ等で周知し、規制の基

準に達した場合はできるだけ早く通行規制状況を発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすい

よう多様な広報媒体を活用し、日時、迂回経路等を示すものとする。また、降雨状況の変化に応じて規制

区間の見直しを行うものとする。 

 

資料編  ○ ３－７ 気象庁震度階級関連解説表 

  


